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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

 
平成24年度第３四半期
連結累計期間

平成25年度第３四半期
連結累計期間

平成24年度

 
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

経常収益 百万円 7,855 8,302 10,666

経常利益 百万円 934 1,371 1,363

四半期純利益 百万円 580 828 ―

当期純利益 百万円 ― ― 728

四半期包括利益 百万円 686 454 ―

包括利益 百万円 ― ― 3,542

純資産額 百万円 14,636 17,667 17,491

総資産額 百万円 368,397 380,497 378,890

１株当たり四半期純利益金額 円 104.47 149.12 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 131.01

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 3.96 4.63 4.61
 

　

 
平成24年度第３四半期
連結会計期間

平成25年度第３四半期
連結会計期間

 
(自 平成24年10月１日
  至 平成24年12月31日)

(自 平成25年10月１日
  至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 円 20.09 56.18
 

(注) １ 当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２ 第３四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４ 経理の状況」中、「１ 四半期
連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

３  自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末少数株主持分）を（四半期）期末資産
の部の合計で除して算出しております。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりませ
ん。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容につ

いては、重要な変更はありません。また、関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
当第３四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事業等のリスク
については、前事業年度の有価証券報告書における記載から重要な変更及び新たに生じたリスクはありま
せん。

　
２ 【経営上の重要な契約等】
当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループが判
断したものであります。
(1) 業績の状況
当第３四半期連結累計期間におけるわが国の金融経済は、日本銀行による異次元金融緩和や、総額10
兆円にものぼる緊急経済対策などアベノミクス効果などから、円安・株高となり、その後、米国の金融
緩和策の縮小観測が強まったことなどから、大きく変動しましたが、７月に自民党が参議院選挙で圧勝
し、安定的な経済運営への期待感などから、徐々に落ち着きを取り戻し、年末に向けて、米国の金融緩
和策の縮小決定などから、もう一段の円安、株高となりました。こうした中、雇用・所得環境に改善の
動きが見られ、個人消費が底固く推移し、輸出が持ち直し傾向になるなど、景気は持ち直しの動きから
緩やかな回復となってきています。
当地山陰においては、所得環境は厳しい状態が続いていますが、個人消費は底堅く推移し、労働需給
は緩やかに改善、また、公共投資や住宅投資が増加し、設備投資が持ち直すなど、景気は持ち直しの動
きから緩やかな回復となってきています。
その結果、当行グループの平成26年３月期第３四半期連結累計期間における業績は、次のとおりにな
りました。
当第３四半期連結累計期間の経常収益は、貸出金の量は増加したものの、利回りが低下したため、貸
出金利息が減少しましたが、有価証券関係収益が増加したことなどから、前年同期比447百万円増加し
8,302百万円となりました。一方、経常費用は、有価証券関係費用が減少しましたが、与信関連費用が
増加したことなどから、前年同期比９百万円増加し6,931百万円となりました。この結果、経常利益
は、前年同期比437百万円増益の1,371百万円となりました。また、四半期純利益は、前年同期比248百
万円増益の828百万円となりました。
セグメントごとの損益状況につきましては、「銀行業」の経常収益が、前年同期比355百万円増加し
6,704百万円、セグメント利益は、前年同期比487百万円増加し1,384百万円となりました。また、
「リース業」の経常収益は、前年同期比94百万円増加し1,673百万円、セグメント損益は、前年同期比
39百万円減少し、９百万円のセグメント損失となりました。
当第３四半期連結会計期間末における財政状態については、総資産が前連結会計年度末比1,606百万
円増加し380,497百万円となり、純資産は、前連結会計年度末比176百万円増加し17,667百万円となりま
した。
預金は、個人預金が増加しましたが、公金預金が減少したことなどから、全体では前連結会計年度末
に比べ2,308百万円減少し339,653百万円となりました。
貸出金は、地公体向け貸出が減少しましたが、住宅ローンを中心として個人向け貸出が増加したこと
や、大企業向け貸出が増加したことなどから、全体では前連結会計年度末に比べ3,363百万円増加し
245,154百万円となりました。
また、有価証券は、主として債券の償還等により、前連結会計年度末に比べ1,929百万円減少し
95,768百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当行及び連結子会社は、海外拠点等を有していないため、国内・海外別収支等にかえて、国内取引

を「国内業務部門」・「国際業務部門」に区分して記載しております。

当第３四半期連結累計期間の資金運用収支は、国内業務部門4,314百万円、国際業務部門２百万

円、合計（相殺消去後。以下、同じ。）で4,317百万円となりました。また、役務取引等収支は、国

内業務部門71百万円、国際業務部門０百万円となり、合計で70百万円となりました。その他業務収支

は、国内業務部門312百万円、国際業務部門０百万円となり、合計で312百万円となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 4,047 0 △10 4,058

当第３四半期連結累計期間 4,314 2 0 4,317

  うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 4,556 3 15 4,544

当第３四半期連結累計期間 4,804 2 17 4,789

  うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 509 3 26 486

当第３四半期連結累計期間 490 0 17 472

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 101 0 0 101

当第３四半期連結累計期間 71 0 0 70

  うち役務取引等
  収益

前第３四半期連結累計期間 464 0 0 464

当第３四半期連結累計期間 469 0 0 469

  うち役務取引等
  費用

前第３四半期連結累計期間 362 0 ― 362

当第３四半期連結累計期間 398 0 ― 399

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 957 0 ― 957

当第３四半期連結累計期間 312 0 ― 312

  うちその他業務
  収益

前第３四半期連結累計期間 974 0 ― 974

当第３四半期連結累計期間 313 0 ― 313

  うちその他業務
  費用

前第３四半期連結累計期間 16 ― ― 16

当第３四半期連結累計期間 1 ― ― 1
 

(注) １ 「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の外貨建取引であります。

２ 相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の資金貸借の利息及び連結会社間の取引であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第３四半期連結累計期間の役務取引等収益は、国内業務部門469百万円、国際業務部門０百万円

となり、合計（相殺消去後。以下、同じ。）で469百万円となりました。また、役務取引等費用は、

国内業務部門398百万円、国際業務部門０百万円となり、合計で399百万円となりました。

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 464 0 0 464

当第３四半期連結累計期間 469 0 0 469

  うち預金・貸出
  業務

前第３四半期連結累計期間 145 ― ― 145

当第３四半期連結累計期間 140 ― ― 140

  うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 120 0 0 120

当第３四半期連結累計期間 116 0 0 116

  うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 1 ― ― 1

当第３四半期連結累計期間 1 ― ― 1

  うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 17 ― ― 17

当第３四半期連結累計期間 10 ― ― 10

  うち保護預り・
  貸金庫業務

前第３四半期連結累計期間 1 ― ― 1

当第３四半期連結累計期間 0 ― ― 0

  うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 6 ― ― 6

当第３四半期連結累計期間 8 ― ― 8

  うち投資信託
  窓販業務

前第３四半期連結累計期間 49 ― ― 49

当第３四半期連結累計期間 72 ― ― 72

  うち保険窓販業務
前第３四半期連結累計期間 120 ― ― 120

当第３四半期連結累計期間 118 ― ― 118

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 362 0 ― 362

当第３四半期連結累計期間 398 0 ― 399

  うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 32 0 ― 32

当第３四半期連結累計期間 32 0 ― 32
 

(注) １ 「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の外貨建取引であります。

 ２ 相殺消去額は、連結会社間の取引であります。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○  預金の種類別残高(末残)

　

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第３四半期連結会計期間 334,262 ― 259 334,003

当第３四半期連結会計期間 339,988 ― 334 339,653

  うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 105,056 ― 83 104,972

当第３四半期連結会計期間 111,813 ― 158 111,655

  うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 228,073 ― 176 227,897

当第３四半期連結会計期間 227,196 ― 176 227,020

  うちその他
前第３四半期連結会計期間 1,133 ― ― 1,133

当第３四半期連結会計期間 978 ― ― 978

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第３四半期連結会計期間 ― ― ― ―

総合計
前第３四半期連結会計期間 334,262 ― 259 334,003

当第３四半期連結会計期間 339,988 ― 334 339,653
 

(注) １  流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２  定期性預金＝定期預金＋定期積金

３  「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の外貨建取引であります。

４  相殺消去額は連結会社間の取引であります。
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○ 業種別貸出状況(末残・構成比)

　

業種別 前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

 金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

国内 (除く特別国際金融取引勘定分) 236,962 100.00 245,154 100.00

  製造業 11,402 4.81 11,527 4.70

  農業，林業 283 0.12 212 0.09

  漁業 264 0.11 157 0.06

  鉱業，採石業，砂利採取業 710 0.30 684 0.28

  建設業 15,695 6.62 15,840 6.46

  電気・ガス・熱供給・水道業 144 0.06 290 0.12

情報通信業 497 0.21 480 0.20

  運輸業，郵便業 3,049 1.29 3,090 1.26

  卸売業，小売業 18,041 7.61 18,387 7.50

  金融業，保険業 19,051 8.04 21,879 8.92

  不動産業，物品賃貸業 29,415 12.41 29,860 12.18

  学術研究，専門・技術サービス業 1,621 0.68 2,646 1.08

  宿泊業 2,799 1.18 2,692 1.10

  飲食業 2,880 1.22 2,751 1.12

  生活関連サービス業，娯楽業 3,993 1.69 3,823 1.56

  教育，学習支援業 1,110 0.47 1,131 0.46

  医療・福祉 10,802 4.56 11,299 4.61

  その他のサービス 7,781 3.28 7,138 2.91

  地方公共団体 26,518 11.19 25,680 10.48

  その他 80,898 34.15 85,577 34.91

海外及び特別国際金融取引勘定分 ─ ─ ─ ─

  政府等 ─ ─ ─ ─

  金融機関 ─ ─ ─ ─

  その他 ─ ─ ─ ─

合計 236,962 ― 245,154 ―
 

(注) １  国内とは、当行及び連結子会社であります。

２  当行及び連結子会社は海外に拠点等を有していないため、「海外」は該当ありません。

　
　
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題、研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、当行グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。また、研究開発活動については該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,600,000

Ａ種優先株式 18,600,000

計 18,600,000
 

(注)  当行の発行可能株式総数は18,600,000株であり、普通株式及びＡ種優先株式の発行可能種類別株式総数はそれぞ

れ、18,600,000株とする旨定款に規定しております。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月７日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,576,000 同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であります。

計 5,576,000 同左 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年12月31日 ─ 5,576 ─ 6,636 ─ 472
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

　

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

17,700
― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,483,400
54,834 同上

単元未満株式
普通株式

74,900
― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 5,576,000 ― ―

総株主の議決権 ― 54,834 ―
 

(注)  上記の「単元未満株式」の欄には、当行の所有する自己株式が60株含まれております。

　
② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社島根銀行

島根県松江市東本町
二丁目35番地

17,760 ─ 17,760 0.31

計 ― 17,760 ─ 17,760 0.31
 

　

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１  当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類

は、「銀行法施行規則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。
　

２  当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成25年10

月１日  至平成25年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日  至平成25年12月31

日）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

現金預け金 12,519 14,256

コールローン及び買入手形 12,800 12,800

有価証券 97,698 95,768

貸出金
※１ 241,791 ※１ 245,154

外国為替 0 5

リース債権及びリース投資資産 3,319 3,260

その他資産 1,697 1,594

有形固定資産 5,193 5,342

無形固定資産 395 307

繰延税金資産 － 80

支払承諾見返 7,827 7,010

貸倒引当金 △4,352 △5,084

資産の部合計 378,890 380,497

負債の部

預金 341,961 339,653

借用金 6,113 11,072

外国為替 － 0

社債 1,860 1,760

その他負債 1,945 1,697

退職給付引当金 241 235

役員退職慰労引当金 230 240

睡眠預金払戻損失引当金 16 17

偶発損失引当金 43 53

繰延税金負債 493 422

再評価に係る繰延税金負債 665 665

支払承諾 7,827 7,010

負債の部合計 361,398 362,829

純資産の部

資本金 6,636 6,636

資本剰余金 472 472

利益剰余金 6,009 6,560

自己株式 △42 △42

株主資本合計 13,076 13,627

その他有価証券評価差額金 3,297 2,923

土地再評価差額金 1,099 1,099

その他の包括利益累計額合計 4,397 4,023

少数株主持分 18 17

純資産の部合計 17,491 17,667

負債及び純資産の部合計 378,890 380,497
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

経常収益 7,855 8,302

資金運用収益 4,544 4,789

（うち貸出金利息） 3,650 3,608

（うち有価証券利息配当金） 869 1,160

役務取引等収益 464 469

その他業務収益 974 313

その他経常収益
※１ 1,872 ※１ 2,729

経常費用 6,921 6,931

資金調達費用 486 472

（うち預金利息） 391 387

役務取引等費用 362 399

その他業務費用 16 1

営業経費 3,706 3,710

その他経常費用
※２ 2,349 ※２ 2,347

経常利益 934 1,371

特別損失 0 0

固定資産処分損 0 0

税金等調整前四半期純利益 933 1,371

法人税等 352 542

少数株主損益調整前四半期純利益 580 828

少数株主利益又は少数株主損失（△） 0 △0

四半期純利益 580 828
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 580 828

その他の包括利益 105 △374

その他有価証券評価差額金 105 △374

四半期包括利益 686 454

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 686 454

少数株主に係る四半期包括利益 0 △0
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日)

１  税金費用の処理

当行及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じることにより算定しております。

　
(四半期連結貸借対照表関係)

※１  貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

　

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

破綻先債権額 509百万円 1,394百万円

延滞債権額 13,741百万円 13,508百万円

３ヵ月以上延滞債権額 9百万円 15百万円

貸出条件緩和債権額 482百万円 792百万円

合計額 14,743百万円 15,711百万円
 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

　
(四半期連結損益計算書関係)

※１  その他経常収益には、次のものを含んでおります。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

株式等売却益 180百万円 982百万円

償却債権取立益 69百万円 40百万円
 

　
※２  その他経常費用には、次のものを含んでおります。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

貸倒引当金繰入額 324百万円 792百万円

株式等償却 378百万円 7百万円

株式等売却損 185百万円 ―百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

減価償却費 340百万円 322百万円
 

　
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

１  配当金支払額
　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当
額 (円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月27日
定時株主総会

普通株式 166 30 平成24年３月31日 平成24年６月28日
利益
剰余金

平成24年11月12日
取締役会

普通株式 138 25 平成24年９月30日 平成24年12月７日
利益
剰余金

 

　
２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日)

１  配当金支払額
　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当
額 (円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 138 25 平成25年３月31日 平成25年６月28日
利益
剰余金

平成25年11月15日
取締役会

普通株式 138 25 平成25年９月30日 平成25年12月６日
利益
剰余金

 

　
２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】
前第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)
１  報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益        

  外部顧客に対する経常収益 6,336 1,514 7,850 5 7,855 ― 7,855

  セグメント間の内部経常収益 13 64 77 ― 77 △77 ―

計 6,349 1,578 7,928 5 7,933 △77 7,855

セグメント利益 897 29 926 5 932 1 934
 

（注）１  一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と四

半期連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

２  「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業でありま

す。

３  セグメント利益の調整額１百万円は、セグメント間取引消去であります。

４  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　
２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　
当第３四半期連結累計期間(自  平成25年４月１日  至  平成25年12月31日)
１  報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額
四半期連結
損益計算書
計上額銀行業 リース業 計

経常収益        

  外部顧客に対する経常収益 6,686 1,611 8,298 4 8,302 ― 8,302

  セグメント間の内部経常収益 17 61 79 ― 79 △79 ―

計 6,704 1,673 8,378 4 8,382 △79 8,302

セグメント利益又は損失（△） 1,384 △9 1,375 4 1,379 △7 1,371
 

（注）１ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と四

半期連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業でありま

す。

３ セグメント利益の調整額△７百万円は、セグメント間取引消去であります。

４  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　
２  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度（平成25年３月31日）

科目
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

現金預け金 12,519 12,519 ―

コールローン及び買入手形 12,800 12,800 ―

有価証券    

  満期保有目的の債券 8,370 8,904 534

  その他有価証券 89,094 89,094 ―
 

　
当第３四半期連結会計期間（平成25年12月31日）

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

現金預け金 14,256 14,256 ―

コールローン及び買入手形 12,800 12,800 ―

有価証券    

  満期保有目的の債券 7,598 8,066 467

  その他有価証券 87,933 87,933 ―
 

　
（注）１  現金預け金の時価の算定方法

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。満期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額を時価としております。

２  コールローン及び買入手形の時価の算定方法

これらは、約定期間が短期間（翌日物）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。

３  有価証券の時価の算定方法

株式は取引所の価格、債券は「日本証券業協会」が公表する価格、合理的に算定された価格又は取引金

融機関から提示された価格によっております。投資信託は公表されている基準価格又は合理的に算定され

た価格によっております。

自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った

場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

なお、満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものに関する注記事項に

ついては、「（有価証券関係）」に記載しております。
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(有価証券関係)

※１ 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認め

られるものは、次のとおりであります。

※２  四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載してお

ります。
　
１  満期保有目的の債券

前連結会計年度 (平成25年３月31日)

 
連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 5,489 5,904 415

社債 2,381 2,541 160

その他 500 458 △41

合計 8,370 8,904 534
 

　
当第３四半期連結会計期間 (平成25年12月31日)

 
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 5,490 5,830 339

社債 2,108 2,236 127

その他 3,000 3,000 ―

合計 10,598 11,066 467
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２  その他有価証券

前連結会計年度 (平成25年３月31日)
　

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 4,933 6,309 1,375

債券 67,775 69,395 1,620

  国債 44,263 45,468 1,204

  地方債 3,604 3,654 50

  社債 19,907 20,272 364

その他 11,286 13,390 2,103

合計 83,995 89,094 5,099
 

　
当第３四半期連結会計期間 (平成25年12月31日)
　

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 4,292 5,972 1,679

債券 67,709 68,661 951

  国債 44,375 45,052 677

  地方債 2,565 2,587 22

  社債 20,769 21,020 251

その他 11,411 13,299 1,888

合計 83,413 87,933 4,520
 

(注)    その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで

回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額(連結貸

借対照表計上額）とするとともに、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処理

（以下「減損処理」という。）しております。

前連結会計年度における減損処理はありません。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、株式７百万円であります。

なお、時価が「著しく下落した」時とは、次の基準に該当した場合であります。

(1)株式・受益証券

時価が取得原価に比べ、30%以上下落した状態にある場合。

(2)債券

①時価が取得原価あるいは償却原価に比べて、50%以上下落した場合。

②時価が取得原価あるいは償却原価に比べて、30%以上下落した状態にある場合で、信用リスクの増大(格

付機関による直近の格付符号が「BBB」相当未満)要因がある場合。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。
　

 
前第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成25年４月１日
至  平成25年12月31日)

  １株当たり四半期純利益金額 円 104.47 149.12

 (算定上の基礎)    

  四半期純利益 百万円 580 828

  普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

  普通株式に係る四半期純利益 百万円 580 828

  普通株式の期中平均株式数 千株 5,558 5,558
 

(注)  なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

中間配当

平成25年11月15日開催の取締役会において、第164期の中間配当につき次のとおり決議致しました。

中間配当金額 138百万円

１株当たりの中間配当金 25円

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成25年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　脇　　田　　勝　　裕　　㊞

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　桃　　原　　一　　也　　㊞

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月６日

株式会社島根銀行

取締役会　御中

 

　

 

　

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社島根銀行の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成

25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社島根銀行及び連結子会社の平成25

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 
※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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